
（４）長門石橋耐震補強（P1・P2 橋脚）工事【総合評価方式条件付一般競争入札】 
 
【事業概要】 
◇ 長門石橋（橋長３７７ｍ）は、昭和４９年に架設され、完成後３９年が経過しており、

下部構造が現行の耐震基準を満たしておらず、最新の道路橋示方書（国土交通省が定め

た橋や高架の道路に関する技術基準）に基づく下部構造の耐震補強を行うもの。 

 
【工事概要】 
◇ 長門石橋の橋脚全４脚のうち、梅林寺側の２脚の耐震補強を行う工事。 

（長門石側の２脚については、平成２５年度に発注し、完成済み） 

 
【特記事項】 
◇ 市内に施工実績のある業者がいなかったため、市外業者と市内業者との JV 発注とした。 



第４号様式（第７条関係） 

抽出事案説明書（一般競争入札） 
工事名 長門石橋耐震補強（Ｐ１・Ｐ２橋脚）工事 

工事場所 長門石一丁目・京町 

工事概要 

橋脚耐震補強工（Ｐ１橋脚）１式 
橋脚耐震補強工（Ｐ２橋脚）１式 
仮締切工（Ｐ１橋脚）１式 
仮締切工（Ｐ２橋脚）１式 

工事用台船（Ｐ１橋脚）１式 
工事用台船（Ｐ２橋脚）１式 
工事用仮桟橋工 １式 
工事用仮設道路工 １式 

予定価格 ３７２，５３１，９６０円（税込） 

入札方法 総合評価方式【簡易型】条件付一般競争入札 

構成  ３者 JV 

市内・市外  市外１者＋市内２者 

業種・希望順位  土木一式工事・１位希望（市外は２位希望まで） 

ランク A（市外）B（市内） 

建設業許可  特定建設業 

技術者  監理技術者・専任 

 入札参加資格 
（工事発注表参照） 

その他 

・代表者の施工実績：平成１６年４月１日以降、

官公庁等発注の既設道路橋における耐震補強工

事及び台船による水上工事 
（共同企業体による施工の場合は、代表者として

の実績） 

入札参加業者数 １者 

入札参加資格者 
A７２者（うち、施工実績を有する者） 
B３４者 

見積期間 １５日 

落札決定 総合評価 
入札の経緯及 
び結果の説明 ４月  ７日：公告 

４月 ２１日：入札書の提出締切 
４月 ２５日：開札 

 



平成２６年４月７日 久留米市公告第７８号に基づく工事発注表 

入札番号 ２５－１          【郵便入札案件】 

工事の発注方式 本工事は、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式の工事である。 

工種 土木一式工事 

工事名 長門石橋耐震補強（P1・P2 橋脚）工事  

工事場所 久留米市  長門石一丁目・京町 

工期 ３６０日間 

予定価格 ３７２，５３１，９６０円(税込)    【入札書比較価格】  ３４４，９３７，０００円(税抜) 

最低制限価格 ３２８，２９８，４００円(税込)    【最低制限比較価格】 ３０３，９８０，０００円(税抜) 

開札日時及び場所 平成２６年４月２５日（金） １０時００分  総務部契約課（久留米市庁舎１３階） 

入札保証金 免除 

契約保証金 必要（契約締結時に請負金額の１５％以上を付すこと。） 

契約条項を示す場所 総務部契約課（久留米市庁舎１３階）  

前払金 契約金額１００万円以上の場合 有り （契約金額の４０％以内） 

中間前払金 契約金額１００万円以上の場合 有り （契約金額の２０％以内） 支払条件 

部分払 無し 

議会の議決 必要 

参加条件（共同企業

体の構成条件） 

入札に参加できる者は、次に掲げる資格要件を全て満たした特定建設工事共同企業体とする。なお構成員は、

同一工事で他の特定建設工事共同企業体の構成員になれないものとする。 
(1) 共同企業体を構成する者の数は３者とする。 
(2) 入札に参加しようとする者の間（特定 JV の代表者と代表者以外の構成員間も含む）の関係が、以下のい

ずれの場合にも該当しないこと。（ただし、以下のいずれかの関係に該当する者の全てが共同企業体の代表者

以外の構成員である場合を除く。） 
ア  親会社と子会社の関係にある場合 
イ  親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 
ウ  ① 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

② 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 
※ 親会社と子会社：会社法第２条第３号、第４号及び会社法施行規則第３条の規定による。 
※ 役員：①会社の代表権を有する取締役（代表取締役）②取締役（社外取締役・非常勤取締役を含む） 
※ 管財人：会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人 

(3) 各構成員が、２０％以上の出資比率であること。 
なお、代表者の出資比率はその他の構成員を超えること。 

(4) 特定建設工事共同企業体の存続期間 
①  当該工事の落札者となった場合 

当該工事に係る請負契約履行後３ヵ月を経過した日まで 
②  当該工事の落札者とならなかった場合 

当該工事に係る請負契約が締結された日まで 



参加条件（構成員の

条件） 

代表者（次に掲げる要件を全て満たしていること） 

・入札書の締切時点で、福岡県内に営業所（建設業法第３条第１項による）を有し、かつ久留米市競争入札参

加有資格者名簿（久留米市競争入札参加者資格審査等要領（平成４年５月１日庁達第８号）第５条第１項に規

定する久留米市の競争入札参加有資格者名簿）（以下、「名簿」という。）に当該営業所が登載されている者で

あること。 

・名簿に土木一式工事を第一希望又は第二希望で登載されている土木一式工事の業者で、ランク基準がＡラン

クであること。 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、土木一式工事に係る特定建設業の許可を受けていて、名簿

に当該許可を受けていることが登載されていること。 

・平成１６年４月１日以降、官公庁等発注の以下に掲げる①及び②の工事について、元請として竣工した実績

を有すること。ただし、①及び②の工事については同一工事でなくても可とする。なお、共同企業体の場合は、

代表者としての実績に限る。 

① 既設道路橋における耐震補強工事 

② 台船による水上工事 

・この工事に関して、入札書の締切時点で３ヶ月以上の直接的雇用関係にある技術者（代表者（社長等）及び

営業所専任技術者を除く。）を建設業法（昭和２４年法律第１００号）に従い監理技術者として専任で配置で

きること。 

・この工事に関して、入札書の締切時点で３ヶ月以上の直接的雇用関係にある現場代理人を常駐で配置できる

こと。 

 

その他の構成員①（次に掲げる要件を全て満たしていること） 

・入札書の締切時点で、久留米市内に主たる営業所を有し、名簿に登載されている者であること。 

・名簿に土木一式工事を第一希望で登録されている業者で、ランク基準がＢランクであること。 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、土木一式工事に係る特定建設業の許可を受けていて、名簿

に当該許可を受けていることが登載されていること。 

・この工事に関して、入札書の締切時点で３ヶ月以上の直接的雇用関係にある技術者（代表者（社長等）及び

営業所専任技術者を除く。）を建設業法（昭和２４年法律第１００号）に従い監理技術者として専任で配置で

きること。 

 

その他の構成員②（次に掲げる要件を全て満たしていること） 

・入札書の締切時点で、久留米市内に主たる営業所を有し、名簿に登載されている者であること。 

・名簿に土木一式工事を第一希望で登録されている業者で、ランク基準がＢランクであること。 

・建設業法（昭和２４年法律第１００号）により、土木一式工事に係る特定建設業の許可を受けていて、名簿

に当該許可を受けていることが登載されていること。 

・この工事に関して、入札書の締切時点で３ヶ月以上の直接的雇用関係にある技術者（代表者（社長等）及び

営業所専任技術者を除く。）を建設業法（昭和２４年法律第１００号）に従い監理技術者として専任で配置で

きること。 

入札参加必要書類 

・入札金額積算内訳書（第１２号様式） 

・技術資料（総評第１号様式～総評第５号様式。「２．技術資料の作成等」を参照） 

※ 代表者 総評第１号様式、総評第４号及び総評第５号様式 

※ その他の構成員 総評第２号様式及び総評第３号様式 

・代表者については、入札書締切日時点で有効な「経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）」を添付

すること。 
・代表者でＩＳＯ １４００１の認証登録が無く、エコアクション２１の認証登録を受けている者はエコアク

ション２１の認証登録証の写しを添付すること。 
・特定建設工事共同企業体協定書（第２号様式） 

※必要事項を記入･押印し、袋綴じのうえ４部提出すること。 

・特定建設工事共同企業体構成員間用の委任状 

・同種工事実績調書（第５号様式の１） 

入札方法 

(1) 入札参加を希望する場合は、入札書及び入札金額積算内訳書を、長形３号サイズの封筒に封入すること。 

(2)  (1)の封筒及びその他の入札参加必要書類を、角形２号サイズの封筒に封入し、一般書留又は簡易書留に

て、締切日時までに指定場所へ郵送すること。 

締切日時 ： 平成２６年４月２１日（月） ２４時００分（必着） 

指定場所 ： 〒８３０－８７９９ 久留米郵便局留 久留米市役所総務部契約課 

(3)  (1)及び(2)いずれの封筒にも、表面に入札番号、工事名及び入札書在中（赤字）と記入し、裏面に送付者

名（商号又は名称、住所、代表者職氏名及び電話番号）を記入すること。 

設計図書等の配布方

法 
「市ホームページ＞電子入札システムポータル＞入札情報公開システム」より配布 



入札の無効 

(1) 入札書締切時点における名簿の登載内容（商号、代表者、受任者、住所、技術者等）が正しくない場合。

入札書及び入札参加必要書類等の内容と名簿の内容が異なる場合。 

(2) 入札参加必要書類が不足又は期限までに提出がない場合。総評第１号様式（「施工上配慮すべき事項に

係わる技術的所見」）を未記入のまま提出した場合。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び久留米市契約事務

規則（昭和５０年久留米市規則第９号）第１２条第１項各号のいずれかに該当する場合。 

開札の立会い 
開札の立会人は、開札日の前日までに決定し連絡をするので、選ばれた場合は開札時間までに開札場所に来る

こと。 

質問書受付期間 

及び受付場所 

公告日から 平成２６年４月１５日（火） １７時１５分 まで 

工事施工課 （公園土木管理事務所 Fax 番号 ０９４２－３７－３２２９） 

質問に対する回答 
質問者に Fax で回答。但し、質問内容によっては、本市 HP 上に掲載することもありますので、ご注意くださ

い。 

１．総合評価に関す

る事項等 

(1) 総合評価の方法 

入札に参加しようとする者は、「２．技術資料の作成等」に掲げる技術資料等を提出することとし、提出

された技術資料等に基づき、(3)により評価値を算出し評価する。 

(2)  ① 代表者の評価項目及び評価基準は、「（別表１） 平成 26 年度 久留米市 総合評価入札 評価項

目、評価基準及び配点一覧表【簡易型】（市外）（代表者用）」（以下「別表１」という。）によるものとする。 

 ② その他の構成員の評価項目及び評価基準は、「(別表２) 平成 26 年度 久留米市 総合評価入札 評

価項目、評価基準及び配点一覧表【簡易型】（構成員用）」（以下「別表２」という。）によるものとする。 

 

(3) 評価値の算出方法 

① 評価値は、次の算出方法により算出する。 

ア 評価値＝技術評価点／入札価格×（定数 1,000,000） 

イ 技術評価点＝標準点＋加算点 

なお、入札価格の単位は円とする。また、評価値は小数点第８位まで表示する。（小数第９位を四捨五

入） 

② 技術評価点 

競争入札参加資格を満たす全共同企業体に標準点（１００点）を与え、さらに３０点の範囲で共 

同企業体加算点を与える。 

③ 共同企業体加算点の算出方法 

  代表者が作成した『簡易な施工計画』の評価点に代表者、その他の構成員それぞれの『企業の施 

 工能力』・『配置予定技術者』の評価点を合計した値の平均値を加えた点数を共同企業体加算点とする。 

 (4) 落札者の決定方法 

① 入札参加者の技術資料による評価項目を評価し、入札価格が予定価格及び最低制限価格の制限の範囲内

で有効な価格をもって申込みをした者のうち、評価値の最も高い者を落札候補者とする。ただし、評価値

の最も高い者が２人以上ある時は、技術評価点の高い者を落札候補者とし、技術評価点が同点であるとき

は、くじにより落札候補者を決定するものとする。 

② 落札候補者が競争入札参加資格を有すると確認したときは、確認した日をもって当該落札候補者を落札

者として決定するものとする。ただし、当該競争入札参加資格を有しないと確認したときは、当該落札候

補者を除いて入札価格が予定価格及び最低制限価格の制限の範囲内で有効な価格をもって申込みをした

者のうち評価値の最も高い者であって、かつ、競争入札参加資格を有する者を落札者として決定するもの

とする。 

③ 落札者の決定は、原則として開札日の翌日から起算して４日（土曜日、日曜日及び祝日等の休日は含ま

ない。）以内に行うものとする。ただし、評価値の最も高い者が競争入札参加資格を満たしていない場合

は、この限りでない。 

 



２．技術資料の作成等 (1)  入札の参加希望者は、技術資料 総評第１号様式～総評第５号様式（代表者は総評第１号様式、総

評第４号様式及び総評第５号様式。その他の構成員は第２号様式及び第３号様式）を作成すること。 

(2)  提出する技術資料等は、次のとおりである。 

① 施工上配慮すべき事項に係わる技術的所見（総評第１号様式） 

② 同種・類似工事の施工実績（総評第２号様式） 

③ 配置予定技術者の資格・成績評定調書（総評第３号様式） 

④ 提出資料チェックリスト（総評第４号様式） 

⑤ 配置予定技術者の資格・施工の実績（総評第５号様式） 

(3) 総評第１号様式の「施工上配慮すべき事項に係わる技術的所見」については、「施工上配慮すべき事

項」に記載してある課題とし、当該課題に対する所見を求めるものとする。（代表者が当該共同企業

体の代表として作成すること。） 

(4) 提出部数は代表者及びその他の構成員それぞれ１部とする。 

(5) 提出された技術資料等は返却しない。 

３．評価の担保 落札者決定に反映された技術資料の内容のうち、履行すべき内容を落札者の責により履行しなかった場

合、工事成績評定の減点対象とする。あわせて、不正又は不誠実な行為があったものとして、指名停止を

行うことがある。 

４．配置予定技 

術者について 

(1) 記載された配置予定技術者の変更はできない。 

(2) やむを得ない場合（死亡・長期入院・退職）については、同等以上の資格及び工事成績評定点を有

する技術者を別に配置すること。 

(3) (2)で示した要件を満たす技術者が配置できない場合は、契約を解除し、指名停止を行うことがある。 

 



【代表者】

評価内容
各項目
点数

大項目

２２００点以上

２０００点以上２２００点未満

１８００点以上２０００点未満

１６００点以上１８００点未満

１４００点以上１６００点未満

１４００点未満

２２００点以上

２１００点以上２２００点未満

２０００点以上２１００点未満

１９００点以上２０００点未満

１８００点以上１９００点未満

１７００点以上１８００点未満

１７００点未満

１２００点以上

１０００点以上１２００点未満

８００点以上１０００点未満

８００点未満

両方とも取得済み

どちらか片方を取得済み

未取得

受けたことがない

受けたことがある

①主任技術者（監
理技術者）として
従事した場合

②１級の国家資
格を保有する現
場代理人として従
事した場合

施工実績あり 2.0 2.0

施工実績なし 0.0 0.0

１級の国家資格を保有する技術者

２級の国家資格を保有する技術者

上記以外

（別表１）

※配置予定技術者は最大２名までを評価の対象とし、２名を配置予定技術者とした場合の評価点は、配置予定技術者の施工実績と
資格の有無の評定点合計が低い者で評価する。

配点

10.0

16.0
評
価
項
目

入札締切日において配置予定技術者が保
有する資格

過去３年間の久留米市指名停止等措置要
綱に基づく措置の有無

配置技術者の同種・類似工事施工実績

4.0

5.0

3.0

【簡易型】（市外）

経営規模等評価結果通知書に掲載される完
成工事高評点(Ｘ１)

工事の種類は、土木一式とする。

評価点数

10.0

～

0.0

5.0

4.0

3.0

2.0

①ISO９００１
②ISO１４００１（またはエコアクション21）
①、②の認証の取得状況

経営状況
経営規模等評価結果通知書に掲載される経
営状況評点(Ｙ)

元請完成工事高及び技術職
員数

経営規模等評価結果通知書に掲載される元
請数完成工事高及び技術職員数の評点(Z)

工事の種類は、土木一式とする。

平成２６年度久留米市総合評価入札　評価項目、評価基準及び配点一覧表

発注者が指定した施工上の課題への対応の
的確度

特定の課題に対して現場条件を踏まえた有
効な提案がなされているか 10.0

評価項目

簡易な
施工計画

施工上の課題に対する技術
的所見

分類 評価基準

加算点満点

資格の有無

品質管理･環境マネジメントシ
ステムの取り組み状況

企業の
施工能力

配置予定
技術者

完成工事高

指名停止措置

施工実績

30.0

6.0

2.0

2.0

1.0

1.0

1.0

0.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

3.0

2.0

1.0

0.0

1.0

0.5

0.0

2.0

1.0

0.0

1.0

0.0



各項目
点数

大項目

本市以外の公共発注機関の実績あり

①主任技術者
（監理技術者）
として従事した
場合

②１級の国家
資格を保有す
る現場代理人
として従事した
場合

3.0 2.5

2.5 2.0

2.0 1.5

1.5 1.0

1.0 0.5

0.5 0.0

0.0 0.0

（別表２）

防災協定の有無
本市との「災害時の応急対策に関する基本
協定書」締結の有無

締結あり

本市工事で実績あり

その他の実績

８５点以上

１．０≦手持ち工事量比率

締結なし

７２．５点以上７５点未満

0.0

1.0

4.0

2.0

1.0

0.0

2.0

1.5

子育て支援・男女共同参画推
進

※配置予定技術者は最大２名までを評価の対象とし、２名を配置予定技術者とした場合の評価点は、工事成績評定と資格の有無の評定点合計が低い者で
評価する。

配置予定
技術者

工事成績評定

①主任技術者（監理技術者）として従事した
者を配置予定技術者とする場合は、本市発
注工事において平成21年度から25年度に獲
得した工事成績評定点の最高点

②１級の国家資格を保有する現場代理人と
して従事した者を配置予定技術者とする場
合は、本市発注工事において平成23年度か
ら25年度に獲得した工事成績評定点の最高
点

（平成26年3月31日までに完了した工事）
※予定価格１０００万円以上の工事

加算点満点

資格の有無

１級の国家資格を保有する技術者

2.0２級の国家資格を保有する技術者

福岡県「子育て応援宣言」登録の有無
登録あり

0.5
登録なし

0.5

0.0

2.0

1.0

障害者雇用の有無
あり

0.5
なし

0.5

0.0

①ISO９００１
②ISO１４００１（またはエコアクション21）
①、②の認証の取得状況

両方とも取得済み

1.0どちらか片方を取得済み

未取得

0.5

0.0

1.5

1.0

0.5

評価点数

2.0

1.0

0.0

3.0

2.5

2.0

0人

１０人以上

７人～９人

0.5

手持ち工事量比率＜０．２５

０．２５≦手持ち工事量比率＜０．５０

０．５０≦手持ち工事量比率＜０．７５

表彰の実績なし

表彰の実績あり

平成２６年度久留米市総合評価入札　評価項目、評価基準及び配点一覧表

評価基準
評価内容

分類

【簡易型】

評価項目
配点

【構成員】

20.0

７７．５点以上８０点未満

８２．５点以上８５点未満

０．７５≦手持ち工事量比率＜１．０

工事成績評定

本市発注工事の平成21年度から25年度の工
事成績評定の平均点

（平成26年3月31日までに完了した工事）
※予定価格１０００万円以上の工事（解体工
事を除く）

優良業者表彰の有無
平成20年度から24年度施工工事において本
市の優良工事施工業者表彰の有無

手持ち工事量比率
（今年度の受注額）

４人～６人

企業の
施工能力

７５点以上７７．５点未満

平成21年度から25年度の同種・類似工事の
施工実績
（平成26年3月31日までに完了した工事）
（ＪＶの場合、出資比率が２０％以上ある工事）

入札締切日において配置予定技術者が保
有する資格

同種・類似工事の施工実績

指名停止措置
平成23年度から26年度の久留米市指名停
止等措置要綱に基づく措置の有無

手持ち工事量比率＝今年度受注額÷平成
23年度から25年度のうち最大受注年度の受
注額

※受注額は税抜き額

技術者の雇用数 １級の国家資格を保有する技術者の数

品質管理･環境マネジメントシ
ステムの取り組み状況

上記以外

８０点以上８２．５点未満

８２．５点以上８５点未満

７７．５点以上８０点未満

７５点以上７７．５点未満

７２．５点以上７５点未満

７２．５点未満（工事成績無し）

８５点以上

障害者の雇用

１人～３人

2.0

3.0

受けたことがある

受けたことがない

８０点以上８２．５点未満

4.0

2.0

0.5

７２．５点未満（工事成績無し）

3.0

1.0

0.5

5.0

15.0

0.0

3.0

1.0

0.5

0.0

1.0

0.0

0.0

0.0

0.5



番号 立会人 備考

１ ○

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

入札・見積結果等公表簿

評価値

0.34638607119.33

技術評価点

予定価格
（消費税（相当額）抜き） \344,937,000

最低制限価格
（消費税（相当額）抜き） \303,980,000

　契約締結の翌日から起算して　３６０日間

現場説明
日　時

履
行
期
間

平成　　年　　月　　日～　　　

上記金額に１００分の８に相当する額を加算した金額が申込みに係る価格である。

平成　　年　　月　　日　　時　　分

評価値＝技術評価点／入札価格×定数（１，０００，０００）

商　号　又　は　名　称

備　考

入札価格

344,500,000

　無し

土木一式工事

\372,060,000

総務部契約課入札室

工事名 長門石橋耐震補強（P1・P2橋脚）工事

　第　　道橋１０１　　号 工　種起工番号

工事場所 長門石一丁目・京町

落札または
決定業者

福田・山一・建武
特定建設工事
共同企業体

契約金額

平成　　年　　月　　日迄　　　
入札日時 平成２６年　４月２５日　１０時００分

入札場所

福田・山一・建武
特定建設工事
共同企業体




